
京都市立芸術大学ティーチング・アシスタント実施規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は，京都市立芸術大学（以下「本学」という。）におけるティーチング・

アシスタント（以下「ＴＡ」という。）制度の実施について，必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 本学は，学部教育等におけるきめ細かい指導を実現するため，ＴＡを設置する。 

２ 本学は，教育的配慮の下にＴＡを教育補助業務に従事させ，教育者としてのトレーニ

ングを積むことにより，教育指導能力の育成を図る。 

 

（業務内容） 

第３条 ＴＡは，学部又は修士課程において，教員の教育上の指導のもと，当該部局等の

必要と認める教育活動における補助的な教育業務を支援することを主たる業務内容と

し，常時勤務を要しないものとする。この業務内容については，別に定める。 

 

（資格） 

第４条 ＴＡとなることができる者は，本学の修士課程又は博士（後期）課程に在籍（博

士（後期）課程において３年以上在学し，修了に必要な単位を修得した後，学位を取得

することなく退学した者を含む。）する優秀な学生とする。 

２ 前項に定める者のほか，本学の学部を卒業した者，修士課程を修了した者及び博士（後

期）課程を修了した者（以下「修了生等」という。）がＴＡとなることを妨げない。 

３ 雇用の開始時点において，卒業，修了及び退学した日のうち最も遅い日から５年を経

過している者はＴＡとなることができない。 

４ 第１項に定める者のうち，修士課程の学生は学部における教育補助業務に，博士（後

期）課程の学生は学部及び修士課程における教育補助業務にそれぞれ従事できるものと

する。 

５ 第２項に定める者のうち，学部卒業生は学部における教育補助業務に，修士課程修了

生及び博士課程（後期）修了生は学部及び修士課程における教育補助業務にそれぞれ従

事できるものとする。 



 

（申請） 

第５条 ＴＡ制度の活用を希望する教員又は専攻は，関係する学部長又は研究科長に対し，

ＴＡ制度適用に係る申請書（第１号様式）を提出するものとする。 

２ 前項の申請が教授会又は研究科委員会で認められた場合，教員又は専攻はＴＡの候補

者を推薦するものとする。ただし，教授会又は研究科委員会が認めた場合は，公募によ

ることができる。 

 

（選考の基準及び方法） 

第６条 教授会又は研究科委員会は，ＴＡの候補者の学修及び研究活動等に支障が生じな

いように配慮して，次に掲げる基準によりＴＡの選考を行うものとする。 

（１） 本人の学業成績が優秀であること 

（２） 教育補助業務に従事させることにより，大学教育の充実が期待されるものである 

こと 

２ 前項に掲げるもののほか，教授会又は研究科委員会において必要な基準は別に定める

ことができる。 

３ ＴＡの採用は，教授会又は研究科委員会の審議を経て，理事長が行う。 

 

（雇用期間，勤務時間及び報酬等） 

第７条 ＴＡの雇用期間，勤務時間及び報酬等については，公立大学法人京都市立芸術大

学ティーチング・アシスタント就業規則（以下「ＴＡ就業規則」という。）によるもの

とする。 

 

（ＴＡへの説明等） 

第８条 ＴＡを活用する教員又は専攻は，事前にＴＡとしての勤務時間，職務内容等につ

いて十分な説明を行うとともに，継続的かつ適切な研究上の指導及び助言を行わなけれ

ばならない。 

 

（日本学術振興会特別研究員） 

第９条 日本学術振興会の特別研究員として採択されている者については，当該ＴＡの責



任において，関係する規定を遵守しなければならない。 

 

（ＴＡ制度活用結果報告） 

第１０条 ＴＡを活用した教員は，毎年度の雇用期間終了後直ちに，学部長又は研究科長

にＴＡ制度活用結果報告書（第２号様式）を提出するものとする。 

 

（雇用に係る細目） 

第１１条 この規程及びＴＡ就業規則に定めるもののほか，ＴＡの雇用に関し必要な事項

は，教授会又は研究科委員会において定めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は，決定の日から施行する。 

 

  



第１号様式（第５条関係） 

     年  月  日 

ティーチング・アシスタント制度適用申請書 

申請者（教員又は専攻名）            

適用対象科目  

当該科目の受講対象者 □ 学部生 ・ □ 修士生 

雇用予定人数             人   

雇用予定区分 
 □ 修士課程生 ・ □ 博士課程生 

（□ 学部卒業生 ・ □ 修士修了生 ・ □ 博士修了生） 

雇用時間数  週   時間 雇用期間中    時間 

雇用期間  

必要予算額  

従事させる具体的業務内容 

 

 

 

 

 

期待する効果 

 

 

 

以下をチェックすること 

□ セメスター平均週１０時間以内かつ法人との他の雇用契約と合わせて週２０時間以内

とする 

  



第２号様式（第１０条関係） 

     年  月  日 

ティーチング・アシスタント制度活用結果報告書 

        報告者（教員又は専攻名）            

ＴＡの氏名  

ＴＡの区分 
 □ 修士課程生 ・ □ 博士課程生 

（□ 学部卒業生 ・ □ 修士修了生 ・ □ 博士修了生） 

担当科目  

雇用時間数  週   時間 雇用期間中    時間 

雇用期間  

従事させた具体的業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

得られた効果・課題 

 

 

 

 


